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保育所・幼稚園・ 
放課後児童クラブ 

成年期 子ども期 高齢期 
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国民生活を支える社会保障 

妊婦健診、 
出産手当金、 

育児休業制度など 

医療保険、 
貧困・格差対策など 

雇用保険、 
雇用の確保 

      など 

年金、介護 

医療 
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保育所・
幼稚園 

費用負担 
直接税 

介護保険料 
（本人負担分） 

医療保険料 
（本人負担分） 

介護 
自己負担 

公共事業＋防衛＋その他 
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高等 
学校 

生涯でみた給付と負担のバランス 

児童 
手当 
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65歳以上1人に
対して、 

20～64歳は 

9.1人 

65歳以上1人に
対して、 

20～64歳は 

1.2人（推計） 

社会保障改革に 
より、支え手を 
少しでも増やす 

努力が必要 
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65歳以上1人に
対して、 

20～64歳は 

2.４人 

子ども・ 
子育て 
支援等 

高齢者が 
長く働ける 
環境づくり 

１９６５年 
「胴上げ型」 

２０１２年 
「騎馬戦型」 

２０５０年 
「肩車型」 

「肩車型」社会へ 
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１０９．５兆円 

財源１００．９兆円 
＋資産収入 

介護・福祉 
その他 

２０．６兆円 

保険料 
６０．６兆円 

資産収入等 

社会保障に 
かかるお金 

保険料 

2012年度 

医 療 
３５．１兆円 

国の財政負担 
２９．４兆円 

地方財政負担 
１０．９兆円 

現行の 
消費税収 
（国・地方） 

 

１３．１兆円 

年 金 
５３．８兆円 
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社会保障給付費と財政の関係 

z 税金・借金 

税金投入が 
毎年１兆円規模で増加 



歳出・歳入構造の変化 

社会保障費 
26.4兆円（29.2%） 

 歳出総額 

90.3兆円 
（100%） 

一般歳出 
51.2兆円 
（56.7%） 

社会保障費 
の増加 

歳出総額 
69.3兆円 
（100%） 

社会保障費 
11.5兆（16.6%） 

一般歳出 
39.0兆円 
（56.3%） 

公債の増大 

平成２年度 
決算 

歳入総額 
71.7兆円 
（100％） 

税収 
60.1兆円 
（83.8%） 

その他収入 
4.3兆円（6.0%） 

公債金 
7.3兆円 
（10.2%） 

歳 入 

歳入総額 
90.3兆円 
（100％） 

公債金 
44.2兆円 
（49.0%） 

税収 
42.3兆円 
（46.9%） 

その他収入 
3.7兆円 
（4.1%） 

社会保障費 

一般歳出（政策経費） 

＝ 29.4% 

社会保障費 

一般歳出（政策経費） 

＝ 51.5% 
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平成２４年度 
当初予算 

歳 入 

国債費 
21.9兆円 
（24.3%） 

地方交付税 
交付金等 
16.6兆円 
（18.4%） 

国債費 
14.3兆円 
（20.7%） 

地方交付税 
交付金等 
15.9兆円 
（23.0%） 

歳 出 歳 出 
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社会保障と経済の好循環 

信頼できる 
社会保障 

制度の確立 

消費の拡大
へ寄与 

老後の不安を取り除き、消費を拡大 社会保障の分野で雇用創出 

医療・福祉産業就業者数の推移 

経済の活性化が期待 

雇用創出 

家計に眠る「過剰貯蓄」 

退職年齢 
退職後の実際の資産水準 
 退職後の最適資産水準 

1930年生まれ 60歳（1990年）  1.456倍 

1940年生まれ 60歳（2000年）  1.385倍 

1950年生まれ 60歳（2010年）  1.393倍 

1960年生まれ 64歳（2024年）  1.651倍 

理論値に対して 
平均1.47倍の 

過剰貯蓄 
（約179兆円） 
との研究結果も 

（倍） 

（2008年11月総合研究開発機構 研究報告書 図表2-29） 

家計の金融行動に関する世論調査（二人以上世帯、2010年、金融庁広報中央委員会） 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

それほど 
心配していない 

17.8% 

老後の暮らし（経済面）
を非常に／多少心配 

81.7% 



行政改革・政治改革への取組 

公務員制度 
改革 

特別会計改革 
・社会資本整備事業
特別会計の廃止 

・全体の勘定の半減 
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独立行政法人改革 
・政策実施機能と 
ガバナンスの強化 

・法人数を４割弱削減 
 

政治改革 

国家公務員 
総人件費削減 

税外収入の確保 
国家公務員宿舎を 
５年で25％削減 

⇒政府資産の売却 



 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

全ての人がより受益を実感できる社会保障制度へ 

子育てに関係する 
支出の拡大 

社会保障・税一体改革が目指す将来像 

社会保障の機能強化と 
給付の重点化・効率化 

社会保障の安定財源確保
と財政健全化の同時達成 

現役世代への 
支援の強化 

持続可能で適切・公平
な社会保障給付 

あらゆる世代が負担を
分かち合い、将来世代

に先送りしない 

働き方の変化 家族形態や地域の変化 少子高齢化 

社会経済の変化への対応 
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厳しい財政状況 



 社会保障の安定化 ：  
今の社会保障制度を守る 

 

１０．８兆円程度（消費税収４％程度） 

○ 基礎年金国庫負担２分の１      （2.9兆円程度）       
 
○ 後代への負担のつけ回しの軽減  （7.0兆円程度） 
       
○ 消費税引上げに伴う社会保障支出の増  

（0.8兆円程度）  

消
費
税
率
５
％
の
引
上
げ 

社会保障の充実 ： 
子ども・子育て対策など 

  

２．７兆円程度（消費税収１％程度） 
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社会保障の充実・安定化のための安定財源の確保 

全
額
を
社
会
保
障
の
財
源
に 



○ 医療・介護の充実 （～1.6兆円弱程度） 

社
会
保
障
の
充
実 

○ 子ども・子育て対策 （0.7兆円程度） 

○ 年金制度の改善 （～0.6兆円程度） 

○ 貧困・格差対策の強化(低所得者対策等) 
                     （～1.4兆円程度（上記の一部）） 
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社会保障の充実：2.7兆円程度 
（消費税収１％程度） 



 より子どもを生み、育てやすく 

○ 幼保一体化 
   

  ～保育所と幼稚園の良さをあわせもつ 
           施設の創設や給付の一体化～ 

子ども・子育て支援 

 

○ 地域でいきいきと子育てできるよう、支援を充実 
 

      子育ての相談や親子が交流する場、 
                 一時的に子どもを預けられる場の充実  など        
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○ 待機児童の解消 
                                                              2012年度      2017年度末        
   ３歳未満児保育の充実         27%(86万人) → 44%(122万人) 

  放課後児童クラブ の充実      22%(83万人)   → 40%(129万人) 
※2011年5月 

※ 



医療・介護の充実 

■ 救急等の急性期医療のスタッフ充実など 
 入院医療強化 

どこに住んでいても、適切な医療・介護サービスが 
受けられるように 

■ 在宅医療の充実、 
 地域包括ケアシステム※の構築 
  ※ 住み慣れた地域で医療、介護などのサービスを 
    包括的に提供する体制 

■ 長期にわたり、高額な医療を受ける患者の負担軽減 

サ
ー
ビ
ス 

保
険 
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■ 低所得者の国保・介護保険料軽減、 
 国保への財政支援の強化 



■ 基礎年金国庫負担２分の１の恒久化 
 

■ 最低保障機能の強化 
   低所得者への基礎年金加算 
       受給資格期間の短縮（25年→10年） 
 

■ 短時間労働者への厚生年金・健康保険の適用拡大 
 

年金制度の改善 

生き方や働き方に中立的なセーフティネットへ 

■ 新しい年金制度の創設 「所得比例年金」と「最低保障年金」 

それまでの間、現行制度を改善 
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■ 働くことを希望するすべての人が 
  仕事に就けるよう支援 
■ 低所得者へきめ細かに配慮 

すべての国民が 
参加できる社会へ 

重
層
的
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト 
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雇用対策 

 総合合算制度の創設 
 社会保険の短時間労働者への適用拡大 
 低所得者対策の強化（保険料の軽減など） 

 求職者支援制度の実施 

 生活保護を受けている人の就労支援 

【第１のネット】 

【第２のネット】 

【第３のネット】 

 

貧困・格差対策の強化 

「生活支援戦略」 
（仮称）の 
策定・推進 

生活困窮者対策と 
生活保護制度の見直しを 

総合的に推進 



  
 
    
 
 
 

 ・ 2014年４月より   ８％  

 （消費税6.3％ 地方消費税1.7％） 
 

 ・ 2015年10月より 10％  

 （消費税7.8％ 地方消費税2.2％） 
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消費税率の引上げについて 

○ 税収が安定 
○ 世代間で公平な負担 
○ 経済活動に与える 
 歪みが小さい 
○ 高い財源調達力 

消費税率の引上げ 



全額社会保障財源化し、国民に還元。官の肥大化には使わない 

      社会保障の充実  ：   ＋  ２．７兆円程度   （消費税収１％程度） 

国 ３．４６％ 

     社会保障の安定化   ：  ＋１０．８兆円程度   （消費税収４％程度） 

消費税率５％の引上げ 
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地方  
１．５４％ 

地方消費税 1.2   ％ 
地方交付税 0.34％ 

社会保障４経費に則った範囲の 
社会保障給付における 

国と地方の役割分担に応じた配分 

国・地方を通じた社会保障安定財源の確保 
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・最高税率の引上げ 

・控除から手当へ 

所 得 税 ・ 個 人 住 民 税 

 

 

・課税ベース拡大、最高税率の引上げ 

・子や孫への贈与について税率緩和 

相 続 税 ・ 贈 与 税 

 

 

・法人実効税率を５％引下げ 

・課税ベース拡大 

法 人 税 ・ 地 方 法 人 課 税 

格差の是正 

マイホームなどの出費
が必要な子育て世代等
（30代､40代）に 
円滑な資産移転を促進 
 

⇒ 消費活性化 

企業の国際競争力の 
維持・向上、雇用維持 

税制全体を通じた改革 
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